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井原　好英

2277
年年
度度
各各
委委
員員
会会
要要
望望
結結
果果
のの
概概
要要

本
会
の
①
地
方
行
政
②
地
方
財

政
③
社
会
文
教
④
産
業
経
済
⑤
建

設
運
輸
―
の
各
委
員
会
は
、
27
年

7
・
8
月
、
11
月
に
そ
れ
ぞ
れ
委

員
会
を
開
催
。
要
望
書
を
決
定
し
、

要
望
事
項
の
実
現
に
向
け
、
政
府

・
与
党
の
要
職
者
を
は
じ
め
、
地

元
選
出
国
会
議
員
な
ど
に
対
し
要

望
活
動
を
行
っ
て
き
た
（
本
紙
1

9
4
7
〜
1
9
5
0
号
、
1
9
6

0
・
1
9
6
1
号
参
照
。
な
お
、

各
委
員
会
の
要
望
書
は
本
会
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
る
）
。

本
紙
で
は
、
そ
の
5
委
員
会
の

要
望
結
果
の
概
要
を
掲
載
す
る
。

今
号
で
は
、
地
方
行
政
委
員
会
、

地
方
財
政
委
員
会
に
つ
い
て
掲
載

す
る
。

地地
方方
行行
政政
委委
員員
会会

地
方
行
政
委
員
会
の
27
年
度
の

要
望
は
①
地
方
分
権
改
革
の
推
進

②
地
方
創
生
の
推
進
③
地
方
議
会

の
権
能
強
化
等
④
消
防
防
災
体
制

の
充
実
強
化
⑤
過
疎
地
域
の
自
立

促
進
⑥
合
併
市
町
村
に
対
す
る
支

援
の
拡
充
⑦
国
政
選
挙
に
係
る
執

行
経
費
の
確
保
⑧
社
会
保
障
・
税

番
号
制
度
導
入
に
係
る
財
政
措
置

の
拡
充
及
び
制
度
周
知
等
⑨
基
地

対
策
関
係
予
算
の
確
保
等
⑩
治
安

対
策
の
強
化
等
⑪
北
方
領
土
返
還

⑫
竹
島
の
領
有
権
確
立
⑬
日
米
地

位
協
定
の
抜
本
的
な
改
定
⑭
人
権

救
済
制
度
の
確
立
―
に
つ
い
て
の

14
項
目
を
大
き
な
柱
と
し
た
（
詳

細
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
参
照
）
。

以
下
、
主
な
要
望
結
果
の
概
要

を
掲
載
す
る
。

1

地
方
分
権
改
革
の
推
進

義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し

及
び
都
道
府
県
か
ら
基
礎
自
治
体

へ
の
権
限
移
譲
等
で
は
、
さ
ら
な

る
見
直
し
・
権
限
移
譲
、
提
案
募

集
方
式
に
お
け
る
提
案
事
項
の
実

現
な
ど
を
要
望
し
た
。

27
年
12
月
22
日
に
「
平
成
27
年

の
地
方
か
ら
の
提
案
等
に
関
す
る

対
応
方
針
」
が
閣
議
決
定
さ
れ
、

提
案
2
2
8
件
中
、1
6
6
件（
72

・
8
％
）
が
実
現
・
対
応
と
さ
れ

た（
本
紙
1
9
6
3
・
4
号
参
照
）。

ま
た
、
こ
の
対
応
方
針
を
踏
ま
え

た
第
6
次
地
方
分
権
一
括
法
案
が

28
年
3
月
11
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
、

国
会
に
提
出
さ
れ
て
い
る
（
本
紙

1
9
7
1
号
2
面
参
照
）
。

2

地
方
創
生
の
推
進

①
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生

事
業
費
の
安
定
的
確
保
②
包
括
的

な
交
付
金
の
創
設
③
地
方
へ
の
分

散
を
促
進
す
る
誘
導
的
な
施
策
の

推
進
④
地
方
分
権
改
革
の
一
層
の

促
進
等
―
の
4
つ
を
要
望
し
た
。

①
・
②
は
、
地
方
財
政
委
員
会

を
参
照
（
3
〜
4
面
「
3

地
方

創
生
の
推
進
」
参
照
）
。
④
は
、

1
、
3
を
参
照
。

③
に
つ
い
て
。
企
業
、
人
、
物

を
東
京
一
極
集
中
か
ら
地
方
へ
分

散
す
る
よ
う
求
め
て
い
た
。

26
年
12
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た

「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総

合
戦
略
」
で
は
、
「
『
東
京
一
極

集
中
』
の
是
正
」
を
基
本
的
な
考

え
方
に
含
み
、
基
本
目
標
の
1
つ

に
「
地
方
へ
の
新
し
い
ひ
と
の
流

れ
を
つ
く
る
」
を
挙
げ
て
い
た
。

同
総
合
戦
略
は
27
年
12
月
24
日
に

変
更
さ
れ
て
い
る
。
▽
政
府
関
係

機
関
の
地
方
移
転
▽

「
生
涯
活
躍
の
ま
ち

（
日
本
版
Ｃ
Ｃ
Ｒ

Ｃ
）」構
想
の
推
進
▽

「
地
域
お
こ
し
協
力

隊
」
の
拡
充
▽
若
者

人
材
等
の
還
流
及
び

育
成
・
定
着
支
援
▽

人
材
還
流
政
策
間
の

連
携
強
化
▽
地
方
移
住
希
望
者
へ

の
支
援
体
制
▽
地
方
居
住
の
本
格

推
進
―
な
ど
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
、

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
個
別
施
策

工
程
表
）
に
改
訂
・
追
加
な
ど
が

な
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
政
府
関
係
機
関
の

地
方
移
転
に
つ
い
て
は
、
有
識
者

会
議
な
ど
の
議
論
を
経
て
、
28
年

3
月
22
日
の
第
9
回
ま
ち
・
ひ
と

・
し
ご
と
創
生
本
部
会
合
で
「
政

府
関
係
機
関
移
転
基
本
方
針
」
が

決
定
さ
れ
た
。
23
機
関
50
件
が
対

象
と
さ
れ
、
こ
の
う
ち
文
化
庁
の

京
都
府
へ
の
全
面
的
な
移
転
（
数

年
内
）
、
消
費
者
庁
（
徳
島
県
へ
）

・
総
務
省
統
計
局（
和
歌
山
県
へ
）

の
移
転
に
向
け
た
検
証
（
8
月
末

ま
で
に
結
論
）
な
ど
が
決
定
さ
れ

て
い
る
。

「
生
涯
活
躍
の
ま
ち
（
日
本
版

Ｃ
Ｃ
Ｒ
Ｃ
）
」
構
想
の
推
進
に
つ

い
て
は
、
有
識
者
会
議
に
お
い
て

議
論
さ
れ
、
27
年
12
月
11
日
に

「
『
生
涯
活
躍
の
ま
ち
』
構
想
（
最

終
報
告
）
」
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
、

28
年
3
月
11
日
に
は
内
閣
官
房
に

関
係
府
省
が
連
携
し
た
「
生
涯
活

躍
の
ま
ち
形
成
支
援
チ
ー
ム
」
が

設
置
さ
れ
た
。
総
合
戦
略
に
基
づ

き
、
構
想
の
実
現
に
向
け
、
地
方

公
共
団
体
の
取
り
組
み
を
円
滑
に

進
め
、
既
存
制
度
上
の
課
題
や
、

連
携
し
た
支
援
策
の
在
り
方
な
ど

が
検
討
さ
れ
る
。
ま
た
、
取
り
組

み
の
普
及
・
横
展
開
が
図
ら
れ
る
。

な
お
、
第
1
0
0
回
評
議
員
会

（
2
月
9
日
開
催
）
に
来
賓
と
し

て
出
席
し
た
石
破
茂
・
地
方
創
生

担
当
大
臣
が
挨
拶
で
地
方
創
生
に

つ
い
て
述
べ
て
い
る
（
＝
写
真
、

本
紙
1
9
6
8
号
2
・
3
面
参

照
）
。

3

地
方
議
会
の
権
能
強
化
等

更
な
る
地
方
議
会
の
権
能
強
化

な
ど
に
つ
い
て
要
望
し
た
。
要
望

事
項
の
う
ち
①
地
方
議
会
議
員
の

法
的
位
置
付
け
の
明
確
化
②
議
長

へ
の
議
会
招
集
権
の
付
与
③
契
約

の
締
結
、
財
産
の
取
得
・
処
分
に

つ
い
て
、
各
自
治
体
が
条
例
に
よ

り
規
定
可
能
と
す
る
こ
と
④
予
算

修
正
権
の
制
約
の
見
直
し
⑤
決
算

不
認
定
の
場
合
の
長
の
対
応
措
置

―
に
つ
い
て
は
、
三
議
長
会
に
お

い
て
も
、
第
31
次
地
方
制
度
調
査

【
2
面
へ
続
く
】

第100回評議員会で挨拶する石破大臣
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【
1
面
か
ら
続
く
】

会
に
重
点
検
討
項
目
と
し
て
要
請

し
て
い
た
（
本
紙
1
9
0
8
号
4

・
5
面
参
照
）
。

28
年
2
月
29
日
に
取
り
ま
と
め

ら
れ
た
第
31
次
地
制
調
の
答
申

（
「
人
口
減
少
社
会
に
的
確
に
対

応
す
る
地
方
行
政
体
制
及
び
ガ
バ

ナ
ン
ス
の
あ
り
方
に
関
す
る
答

申
」
�
本
紙
1
9
7
0
号
1
面
、

7
〜
6
面
参
照
。
3
月
16
日
に
安

倍
晋
三
・
内
閣
総
理
大
臣
に
答
申

＝
写
真
）
で
は
、
⑤
に
つ
い
て
、

議
会
が
決
算
不
認
定
と
し
、
そ
の

理
由
を
示
し
た
場
合
は
、
指
摘
し

た
問
題
点
に
対
し
長
が
説
明
責
任

を
果
た
す
仕
組
み
を
設
け
る
べ
き

と
さ
れ
た
が
、
①
〜
④
に
つ
い
て

は
、
「
引
き
続
き
検
討
」
、
「
慎

重
に
検
討
」
な
ど
と
さ
れ
た
。

4

消
防
防
災
体
制
の
充
実
強
化

①
消
防
防
災
施
設
・
設
備
整
備

に
対
す
る
財
政
措
置
②
消
防
防
災

通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
③
消
防
団
④

消
防
広
域
化
事
業
に
対
す
る
財
政

措
置
―
の
充
実
強
化
を
要
望
し
た
。

こ
の
う
ち
③
消
防
団
の
充
実
強

化
に
つ
い
て
、
28
年
度
消
防
庁
予

算
で
は
、
消
防
団
を
中
核
と
し
た

地
域
防
災
力
の
充
実
強
化
等
に
6

億
5
0
0
0
万
円
（
前
年
度
比
3

・
3
％
増
）
が
確
保
さ
れ
、
女
性

・
若
者
な
ど
の
加
入
促
進
、
装
備

・
訓
練
の
充
実
強
化
が
図
ら
れ
る
。

ま
た
、
装
備
・
訓
練
の
充
実
強
化

は
27
年
度
補
正
予
算
で
も
1
億
1

0
0
0
万
円
が
確
保
さ
れ
て
い
る
。

5

過
疎
地
域
の
自
立
促
進

過
疎
地
域
に
対
す
る
財
政
措
置

の
充
実
に
お
い
て
、
①
過
疎
対
策

事
業
債
②
辺
地
対
策
事
業
債
―
の

所
要
額
の
確
保
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
は
、
地
方
創
生
に

寄
与
す
る
事
業
の
推
進
の
充
実
の

た
め
、
前
年
度
比
1
0
0
億
円
増

（
2
・
4
％
増
）
の
4
2
0
0
億

円
、
②
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
同

額
の
4
6
5
億
円
が
、
そ
れ
ぞ
れ

確
保
さ
れ
て
い
る
。

6

合
併
市
町
村
に
対
す
る
支
援

の
拡
充

①
合
併
特
例
債
の
所
要
額
の
確

保
、
②
合
併
市
町
村
の
実
態
を
反

映
し
た
交
付
税
算
定
―
な
ど
を
要

望
し
た
。

①
に
つ
い
て
は
、
旧
合
併
特
例

債
と
し
て
前
年
同
額
の
6
2
0
0

億
円
が
確
保
さ
れ
た
。
②
に
つ
い

て
は
、
保
健
衛
生
費
、
社
会
福
祉

費
、
教
育
費
、
徴
税
費
な
ど
の
単

位
費
用
の
見
直
し
な
ど
が
行
わ
れ
、

28
年
度
以
降
3
年
間
か
け
て
段
階

的
に
交
付
税
の
算
定
に
反
映
さ
れ

る
。

7

国
政
選
挙
に
係
る
執
行
経
費

の
確
保

適
正
な
基
準
額
の
設
定
、
必
要

な
執
行
経
費
の
確
保
を
要
望
し
た
。

28
年
7
月
25
日
に
任
期
満
了
と

な
る
参
議
院
議
員
選
挙
の
執
行
の

た
め
、
「
国
会
議
員
の
選
挙
等
の

執
行
経
費
の
基
準
に
関
す
る
法
律

及
び
公
職
選
挙
法
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
案
」（
2
月
12
日
提
出
）

で
は
、
物
価
変
動
や
選
挙
の
執
行

状
況
な
ど
を
踏
ま
え
、
地
方
公
共

団
体
に
交
付
す
る
投
開
票
所
経
費
、

事
務
費
な
ど
の
基
準
額
の
改
定
を

規
定
し
て
い
る
。
ま
た
、
必
要
な

経
費
と
し
て
、
28
年
度
総
務
省
予

算
で
は
地
方
公
共
団
体
委
託
費
と

し
て
4
8
0
億
円
（
25
年
参
院
選

比
6
・
4
％
増
）
が
確
保
さ
れ
た
。

8

社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
導

入
に
係
る
財
政
措
置
の
拡
充
及

び
制
度
周
知
等

情
報
シ
ス
テ
ム
整
備
に
係
る
財

政
措
置
の
拡
充
、
制
度
の
周
知
徹

底
な
ど
を
要
望
し
た
。

28
年
度
総
務
省
予
算
に
お
い
て
、

地
方
公
共
団
体
の
情
報
シ
ス
テ
ム

の
整
備
へ
の
支
援
15
億
5
0
0
0

万
円
、
通
知
カ
ー
ド
及
び
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
有
効
性
情
報
提

供
事
業
に
要
す
る
経
費
12
億
2
0

0
0
万
円
（
新
規
）
な
ど
が
確
保

さ
れ
た
。
ま
た
、
地
財
計
画
に
は
、

中
間
サ
ー
バ
・
団
体
内
統
合
宛
名

シ
ス
テ
ム
の
運
用
経
費
な
ど
、
情

報
連
携
に
向
け
て
必
要
と
な
る
シ

ス
テ
ム
の
運
用
に
係
る
経
費
（
自

治
体
情
報
シ
ス
テ
ム
構
造
改
革
推

進
事
業
1
5
0
0
億
円
の
一
部
）

が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

9

基
地
対
策
関
係
予
算
の
確
保

等基
地
交
付
金
・
調
整
交
付
金
の

増
額
確
保
、
基
地
周
辺
対
策
経
費

の
所
要
額
確
保
な
ど
を
要
望
し
た
。

基
地
交
付
金
・
調
整
交
付
金
に

つ
い
て
は
、
28
年
度
総
務
省
予
算

に
お
い
て
、
合
わ
せ
て
前
年
度
よ

り
10
億
円
増
の
3
5
5
億
円
が
確

保
さ
れ
た
。
基
地
周
辺
対
策
経
費

は
28
年
度
防
衛
省
予
算
に
お
い
て
、

歳
出
ベ
ー
ス
で
前
年
度
よ
り
8
億

円
増
の
1
1
9
2
億
円
が
確
保
さ

れ
た
。

10

治
安
対
策
の
強
化
等

暴
力
団
な
ど
に
よ
る
組
織
犯
罪
、

薬
物
組
織
犯
罪
な
ど
に
つ
い
て
要

望
し
た
。

28
年
度
警
察
庁
予
算
で
は
、
組

織
犯
罪
対
策
の
推
進
に
44
億
円

（
前
年
度
比
11
％
増
）
が
確
保
さ

れ
、
①
総
合
的
な
暴
力
団
対
策
②

危
険
ド
ラ
ッ
グ
を
含
む
総
合
的
な

薬
物
事
犯
対
策
③
来
日
外
国
人
犯

罪
対
策
―
な
ど
が
推
進
さ
れ
る
。

ま
た
、
同
庁
の
27
年
度
補
正
予
算

で
は
、
暴
力
団
対
策
の
強
化
に
19

億
円
が
確
保
さ
れ
て
い
る
。

11

北
方
領
土
返
還

早
期
返
還
の
実
現
で
は
、
国
内

・
国
際
世
論
の
喚
起
の
た
め
の
啓

発
活
動
の
増
進
な
ど
を
要
望
し
た
。

内
閣
府
で
は
、
北
方
領
土
問
題

に
か
か
る
国
民
世
論
の
啓
発
等
が

重
点
施
策
と
さ
れ
、
28
年
度
予
算

で
は
前
年
度
比
15
・
9
％
増
の
18

億
6
0
0
0
万
円
が
確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
外
務
省
予
算
で
は
北
方
領

土
対
策
事
業
費
補
助
金
が
前
年
度

同
額
の
3
6
0
0
万
円
確
保
さ
れ
、

北
方
領
土
復
帰
を
求
め
る
世
論
の

醸
成
が
図
ら
れ
る
。

12

竹
島
の
領
有
権
確
立

竹
島
の
領
有
権
確
立
に
向
け
、

さ
ら
な
る
国
内
世
論
の
喚
起
や
国

際
社
会
へ
の
ア
ピ
ー
ル
な
ど
の
対

策
の
強
化
を
要
望
し
た
。

竹
島
に
限
っ
た
予
算
で
は
な
い

が
、
28
年
度
内
閣
官
房
領
土
・
主

権
対
策
企
画
調
整
室
予
算
に
お
い

て
、
優
先
課
題
推
進
枠
を
利
用
し
、

領
土
・
主
権
に
関
す
る
広
報
啓
発

行
事
の
開
催
経
費
と
し
て
、
1
2

0
0
万
円
が
確
保
さ
れ
た
。
領
土

・
主
権
を
め
ぐ
る
情
勢
へ
の
関
心

を
高
め
、
歴
史
的
事
実
や
国
の
立

場
に
つ
い
て
国
民
理
解
を
深
め
る

た
め
に
、
竹
島
・
尖
閣
諸
島
に
関

連
の
深
い
自
治
体
と
と
も
に
広
報

啓
発
行
事
が
行
わ
れ
る
。

13

日
米
地
位
協
定
の
抜
本
的
な

改
定

日
米
地
位
協
定
の
抜
本
的
な
改

定
を
要
望
し
た
が
、
改
定
に
至
っ

て
い
な
い
。
26
年
10
月
に
実
質
合

意
し
た
日
米
地
位
協
定
の
環
境
補

足
協
定
が
27
年
9
月
28
日
に
署
名

さ
れ
た
。
環
境
補
足
協
定
は
、
在

日
米
軍
に
関
し
て
最
も
保
護
的
な

環
境
基
準
が
採
用
さ
れ
、
環
境
事

故
後
、
ま
た
は
土
地
返
還
に
関
す

る
現
地
調
査
の
た
め
の
米
軍
施
設

へ
の
立
ち
入
り
が
可
能
と
な
る
。

14

人
権
救
済
制
度
の
確
立

人
権
教
育
・
啓
発
の
推
進
、
実

効
性
あ
る
人
権
救
済
制
度
の
確
立

を
要
望
し
た
が
、
制
度
の
大
き
な

変
更
は
な
い
。
28
年
度
法
務
省
予

算
に
お
い
て
、
人
権
尊
重
思
想
の

普
及
高
揚
並
び
に
人
権
侵
害
に
よ

る
被
害
の
救
済
及
び
予
防
と
し
て
、

前
年
度
比
1
・
0
％
減
の
32
億
6

0
0
0
万
円
が
確
保
さ
れ
た
。

安倍総理に答申を手交する畔柳地制調会長
【出典＝首相官邸ホームページ】
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地地
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財財
政政
委委
員員
会会

地
方
財
政
委
員
会
の
平
成
27
年

度
の
要
望
は
①
平
成
28
年
度
税
制

改
正
等
②
平
成
28
年
度
地
方
財
政

対
策
③
地
方
創
生
の
推
進
④
平
成

28
年
度
地
方
債
計
画
⑤
地
方
公
営

企
業
⑥
国
庫
補
助
負
担
金
―
に
つ

い
て
の
6
項
目
を
大
き
な
柱
と
し

た
（
詳
細
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

参
照
）
。

以
下
、
主
な
要
望
結
果
の
概
要

を
掲
載
す
る
。

1

平
成
28
年
度
税
制
改
正
等

重
点
要
望
事
項
と
し
て
、
①
法

人
実
効
税
率
の
見
直
し
に
当
た
り
、

必
要
な
地
方
税
財
源
の
確
保
を
併

せ
て
検
討
し
、
地
方
財
政
に
影
響

を
与
え
な
い
こ
と
②
償
却
資
産
に

係
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
、
現

行
制
度
の
堅
持
③
消
費
税
10
％
へ

の
引
き
上
げ
時
に
お
け
る
車
体
課

税
の
見
直
し
に
つ
い
て
、
自
動
車

取
得
税
廃
止
の
際
の
自
動
車
税
・

軽
自
動
車
税
に
お
け
る
環
境
性
能

割
の
制
度
設
計
な
ど
に
よ
る
代
替

財
源
の
確
保
④
ゴ
ル
フ
場
利
用
税

に
つ
い
て
、
現
行
制
度
の
堅
持
⑤

地
球
温
暖
化
対
策
に
つ
い
て
、
地

球
温
暖
化
対
策
譲
与
税
の
創
設
な

ど
地
方
税
財
源
を
確
保
す
る
仕
組

み
の
構
築
―
な
ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
、
28
年
度
は
法
人

事
業
税
の
所
得
割
の
税
率
が
引
き

下
げ
ら
れ
る
一
方
、
外
形
標
準
課

税
の
拡
大
な
ど
が
行
わ
れ
る
。
結

果
と
し
て
、
国
・
地
方
の
法
人
実

効
税
率
は
現
行
の
32
・
11
％
か
ら

29
・
97
％
に
引
き
下
げ
ら
れ
る
。

②
に
つ
い
て
は
、
現
行
制
度
が

維
持
さ
れ
た
。
し
か
し
、
30
年
度

末
ま
で
の
時
限
措
置
で
は
あ
る
が
、

一
定
の
機
械
と
装
置
の
取
得
に
係

る
課
税
標
準
を
2
分
の
1
と
す
る

特
例
措
置
（
減
収
見
込
額
は
平
年

度
1
8
3
億
円
）
が
講
じ
ら
れ
る
。

③
に
つ
い
て
は
、
29
年
4
月
1

日
の
消
費
税
率
10
％
へ
の
引
き
上

げ
時
の
自
動
車
取
得
税
廃
止
に
伴

い
、
自
動
車
税
、
軽
自
動
車
税
そ

れ
ぞ
れ
に
環
境
性
能
割
を
創
設
す

る
と
さ
れ
た
。
自
動
車
取
得
税
の

廃
止
に
よ
る
減
収
見
込
額
は
平
年

度
1
0
7
5
億
円
、
環
境
性
能
割

の
創
設
に
よ
る
増
収
見
込
額
は
平

年
度
8
9
1
億
円
（
自
動
車
税
7

4
4
億
円
、
軽
自
動
車
税
1
4
7

億
円
）
と
な
る
。

④
に
つ
い
て
は
、
現
行
制
度
が

堅
持
さ
れ
た
。

⑤
に
つ
い
て
は
、
与
党
税
制
改

正
大
綱
に
お
い
て
、
市
町
村
に
よ

る
継
続
的
、
安
定
的
な
森
林
整
備

な
ど
に
充
て
る
税
制
（
森
林
環
境

税
）
な
ど
の
新
た
な
仕
組
み
を
検

討
す
る
と
さ
れ
、
そ
の
時
期
に
つ

い
て
は
適
切
に
判
断
す
る
と
さ
れ

た
。

2

平
成
28
年
度
地
方
財
政
対
策

重
点
要
望
事
項
と
し
て
、
①
地

方
税
・
地
方
交
付
税
な
ど
の
一
般

財
源
総
額
の
充
実
確
保
②
必
要
な

歳
出
の
別
枠
で
の
地
方
財
政
計
画

へ
の
計
上
な
ど
、
地
域
の
実
情
を

踏
ま
え
た
引
き
続
き
の
措
置
―
な

ど
を
要
望
し
て
き
た
。

①
に
つ
い
て
、
一
般
財
源
総
額

は
前
年
度
比
1
3
0
7
億
円
増

（
0
・
2
％
増
）
の
61
兆
6
7
9

2
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。
こ
の
う

ち
、
地
方
税
は
38
兆
7
0
2
2
億

円
と
、
27
年
度
よ
り
1
兆
2
1
0

3
億
円
（
3
・
2
％
増
）
の
増
収

を
見
込
む
中
、
地
方
交
付
税
は
前

年
度
よ
り
5
4
6
億
円
減
（
0
・

3
％
減
）
の
16
兆
7
0
0
3
億
円

が
確
保
さ
れ
た
（
下
に
一
般
財
源

総
額
の
推
移
の
グ
ラ
フ
）
。

②
に
つ
い
て
、歳
出
特
別
枠（
地

域
経
済
基
盤
強
化
・
雇
用
等
対
策

費
）
は
4
4
5
0
億
円
が
確
保
さ

れ
た
。
前
年
度
比
4
0
0
0
億
円

減
と
な
っ
た
が
、
地
方
の
重
点
課

題
に
対
応
す
る
た
め
の
歳
出
や
公

共
施
設
の
老
朽
化
対
策
に
係
る
歳

出
が
重
点
的
に
確
保
（
4
0
0
0

億
円
）
さ
れ
る
た
め
、
実
質
的
に

27
年
度
の
水
準
と
な
る
。
交
付
税

の
別
枠
加
算
は
、
地
方
税
収
の
動

向
な
ど
を
踏
ま
え
、
平
時
モ
ー
ド

へ
の
切
り
替
え
の
観
点
か
ら
廃
止

と
な
っ
た
。

ま
た
、
地
方
財
源
の
充
実
確
保

と
し
て
、
①
自
治
体
の
課
題
解
決

に
向
け
た
財
源
の
充
実
②
緊
急
防

災
・
減
災
事
業
と
公
共
施
設
な
ど

の
老
朽
化
対
策
の
所
要
額
の
確
保

―
な
ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
は
、
地
方
の
重
点

課
題
で
あ
る
高
齢
者
支
援
や
自
治

体
情
報
シ
ス
テ
ム
改
革
な
ど
に
取

り
組
む
た
め
に
必
要
な
経
費
と
し

て
、
重
点
課
題
対
応
分
が
創
設
さ

れ
、
2
5
0
0
億
円
が
確
保
さ
れ

た
。
内
訳
は
▽
自
治
体
情
報
シ
ス

テ
ム
構
造
改
革
推
進
事
業
1
5
0

0
億
円
、
▽
高
齢
者
の
生
活
支
援

等
の
地
域
の
く
ら
し
を
支
え
る
仕

組
み
づ
く
り
の
推
進
5
0
0
億
円

▽
森
林
吸
収
源
対
策
等
の
推
進
5

0
0
億
円
。

②
に
つ
い
て
、
緊
急
防
災
・
減

災
事
業
費
は
前
年
度
同
額
の
5
0

0
0
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。
ほ
か

に
、
公
共
施
設
等
最
適
化
事
業
費

が
前
年
度
か
ら
倍
増
の
2
0
0
0

億
円
、
維
持
補
修
費
は
前
年
度
比

5
9
7
億
円
増
（
5
・
1
％
増
）

の
1
兆
2
1
9
8
億
円
が
確
保
さ

れ
た
。

3

地
方
創
生
の
推
進

①
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生

事
業
費
の
安
定
的
確
保
②
包
括
的

な
交
付
金
の
創
設
③
地
方
へ
の
分

散
を
促
進
す
る
誘
導
的
な
施
策
の

推
進
④
地
方
分
権
改
革
の
一
層
の

促
進
等
―
の
4
つ
を
要
望
し
て
き

た
。

【
4
面
へ
続
く
】

グラフ 地方一般財源総額の推移（平成15年～28年）

（3） 平成28年4月5日 第1972号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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③
・
④
は
、
地
方
行
政
委
員
会

を
参
照
（
③
は
1
面
「
2

地
方

創
生
の
推
進
」
、
④
は
1
面
「
1

地
方
分
権
改
革
の
推
進
」
・
1

〜
2
面
「
3

地
方
議
会
の
権
能

強
化
等
」
参
照
）
。

①
に
つ
い
て
。
地
方
財
政
計
画

に
お
け
る
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
事
業
費
の
将
来
に
わ
た
る
1

兆
円
を
上
回
る
額
の
安
定
的
な
確

保
を
要
望
し
た
。

同
事
業
費
は
、
28
年
度
の
地
財

計
画
に
お
い
て
、
前
年
度
同
額
の

1
兆
円
が
確
保
さ
れ
て
い
る
。

②
に
つ
い
て
。
▽
地
方
創
生
の

取
り
組
み
を
深
化
さ
せ
る
た
め
の

新
型
交
付
金
に
つ
い
て
、
縦
割
り

の
個
別
補
助
で
は
な
い
包
括
的
な

も
の
と
し
、
地
方
が
先
行
し
て
取

り
組
む
施
策
も
対
象
と
す
る
な
ど
、

そ
の
内
容
や
規
模
に
つ
い
て
、
地

方
の
意
見
な
ど
を
十
分
に
踏
ま
え

た
さ
ら
な
る
検
討
▽
新
型
交
付
金

に
係
る
地
方
負
担
分
に
つ
い
て
、

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業

費
と
は
別
に
、
地
財
措
置
を
確
実

に
講
じ
る
こ
と
―
を
要
望
し
た
。

地
方
創
生
の
深
化
の
た
め
の
新

型
交
付
金
（
地
方
創
生
推
進
交
付

金
）
と
し
て
、
28
年
度
予
算
で
は

1
0
0
0
億
円
（
事
業
費
2
0
0

0
億
円
）
が
確
保
さ
れ
た
。
▽
自

治
体
の
自
主
的
・
主
体
的
な
取
り

組
み
で
先
駆
的
な
も
の
▽
Ｋ
Ｐ
Ｉ

の
設
定
、
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の

組
み
込
み
―
な
ど
が
支
援
さ
れ
る
。

な
お
、
27
年
度
補
正
予
算
で
は

地
方
創
生
加
速
化
交
付
金
と
し
て

1
0
0
0
億
円
が
確
保
さ
れ
、
28

年
3
月
に
は
交
付
対
象
事
業
が
決

定
さ
れ
た
と
こ
ろ
。
交
付
対
象
事

業
数
1
9
2
6
件
（
う
ち
市
区
町

村
1
6
3
5
件
）
、
交
付
予
定
額

は
9
0
6
億
円
（
う
ち
市
区
町
村

6
1
0
億
円
）
と
な
っ
て
い
る
。

残
り
の
94
億
円
に
つ
い
て
は
第
2

次
分
と
し
て
交
付
さ
れ
る
。

ソ
フ
ト
事
業
は
普
通
交
付
税
、

特
別
交
付
税
が
措
置
さ
れ
る
。
ハ

ー
ド
事
業
は
地
方
債
の
対
象
と
さ

れ
、
充
当
率
90
％
、
交
付
税
措
置

率
30
％
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。

4

平
成
28
年
度
地
方
債
計
画

地
方
債
資
金
の
確
保
で
は
、
一

般
単
独
事
業
債
の
所
要
額
確
保
を

要
望
し
て
き
た
。

28
年
度
地
方
債
計
画
（
通
常
収

支
分
）
の
総
額
は
11
兆
2
0
8
2

億
円
と
前
年
度
比
7
1
6
0
億
円

減
（
6
・
0
％
減
）
と
な
る
中
で
、

一
般
単
独
事
業
債
は
2
兆
1
4
7

4
億
円
が
計
上
さ
れ
、
前
年
度
比

9
3
1
億
円
増
（
4
・
5
％
増
）

と
な
っ
て
い
る
。

5

地
方
公
営
企
業

公
営
企
業
繰
出
金
等
の
所
要
額

確
保
で
は
、
公
営
企
業
繰
出
金
と

公
営
企
業
債
の
所
要
額
確
保
な
ど

を
要
望
し
て
き
た
。

公
営
企
業
繰
出
金
（
通
常
収
支

分
）は
、
2
兆
5
1
4
3
億
円（
前

年
度
比
1
・
0
％
減
）
、
公
営
企

業
債
も
同
様
に
、
2
兆
4
2
7
0

億
円
（
前
年
度
比
3
・
4
％
減
）

が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

6

国
庫
補
助
負
担
金

国
庫
補
助
負
担
金
の
廃
止
等
で

は
、
国
が
責
任
を
持
っ
て
負
担
す

べ
き
分
野
を
除
い
て
廃
止
し
、
税

源
移
譲
す
る
こ
と
な
ど
を
要
望
し

た
が
、
実
現
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

2288
年年
度度
予予
算算
がが
成成
立立

平
成
28
年
度
予
算
が
3
月
29
日

に
参
議
院
本
会
議
で
可
決
、
成
立

し
た
。

一
般
会
計
の
総
額
は
過
去
最
大

の
96
兆
7
2
1
8
億
円
（
前
年
度

当
初
予
算
比
0
・
4
％
増
）
。

歳
入
に
お
い
て
、
税
収
は
57
兆

6
0
4
0
億
円（
同
5
・
6
％
増
）

と
し
た
。

歳
出
に
お
い
て
、
一
般
歳
出
は

前
年
度
当
初
予
算
比
4
7
3
1
億

円
増
（
0
・
8
％
増
）
の
57
兆
8

2
8
6
億
円
、
こ
の
う
ち
、
社
会

保
障
関
係
費
は
同
4
4
1
2
億
円

増
（
1
・
4
％
増
）
の
31
兆
9
7

3
8
億
円
と
し
た
。

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
会
計

は
同
6
6
1
8
億
円
減
（
16
・
9

％
減
）
の
3
兆
2
4
6
9
億
円
。

▼
議
長

▽
取
手

佐
藤

清（
2
・
15
）

▽
御
殿
場

髙
橋
利
典（
2
・
15
）

▽
潮
来

今
泉
利
拓（
2
・
16
）

▽
津

田
中
勝
博（
2
・
17
）

▽
三
豊

城
中
利
文（
2
・
22
）

▽
香
取

林

信
行（
2
・
23
）

▽
南
丹

小
中

昭（
2
・
23
）

▽
今
治

渡
辺
文
喜（
2
・
23
）

▽
甲
州

矢
野
義
典（
2
・
24
）

▽
高
島

秋
永
安
次（
2
・
24
）

▽
町
田

佐
藤
伸
一
郎（
2
・
25
）

▽
本
庄

岩
崎
信
裕（
2
・
25
）

▽
京
丹
後

池
田
惠
一（
2
・
25
）

▽
新
座

森
田
輝
雄（
2
・
29
）

▽
白
山

村
本
一
則（
3
・
1
）

▽
日
野

西
野
正
人（
3
・
1
）

▽
守
谷

梅
木
伸
治（
3
・
1
）

▽
小
城

平
野
泰
造（
3
・
1
）

▽
神
栖

大
槻
邦
夫（
3
・
2
）

▽
つ
く
ば
み
ら
い

高
木
寛
房（
3
・
2
）

▽
前
橋

長
沼
順
一（
3
・
2
）

▽
野
田

中
村
利
久（
3
・
2
）

▽
弥
富

武
田
正
樹（
3
・
2
）

▽
境
港

岡
空
研
二（
3
・
2
）

▽
上
野
原

鷹
取
偉
一（
3
・
3
）

▽
橿
原

松
木
雅
德（
3
・
3
）

▽
渋
川

中
澤
広
行（
3
・
8
）

▽
四
街
道

岡
田
哲
明（
3
・
10
）

▽
飯
能

砂
長
恒
夫（
3
・
17
）

▽
鯖
江

小
竹
法
夫（
3
・
18
）

▽
四
万
十

矢
野
川
信
一（
3
・
18
）

▼
副
議
長

▽
取
手

染
谷
和
博（
2
・
15
）

▽
御
殿
場

勝
間
田
博
文（
2
・
15
）

▽
潮
来

薄
井
征
記（
2
・
16
）

▽
津

山
﨑
正
行（
2
・
17
）

▽
亀
岡

福
井
英
昭（
2
・
17
）

▽
御
前
崎

岡
村

勝（
2
・
19
）

▽
三
豊

川
北
善
伴（
2
・
22
）

▽
香
取

高
木

寛（
2
・
23
）

▽
焼
津

小
野
田
吉
晃（
2
・
23
）

▽
南
丹

仲
村

学（
2
・
23
）

▽
今
治

森

京
典（
2
・
23
）

▽
茂
原

金
坂
道
人（
2
・
24
）

▽
瑞
浪

大
島
正
弘（
2
・
24
）

▽
高
島

山
川
恒
雄（
2
・
24
）

▽
本
庄

小
暮
ち
え
子（
2
・
25
）

▽
各
務
原

岡
部
秀
夫（
2
・
25
）

▽
京
丹
後

中
村

雅（
2
・
25
）

▽
町
田

殿
村
健
一（
2
・
26
）

▽
下
関

戸
澤
昭
夫（
2
・
26
）

▽
大
野

宮
澤
秀
樹（
2
・
29
）

▽
新
座

石
島
陽
子（
2
・
29
）

▽
白
山

石
地
宜
一（
3
・
1
）

▽
日
野

窪
田
知
子（
3
・
1
）

▽
守
谷

市
川
和
代（
3
・
1
）

▽
小
城

深
川
高
志（
3
・
1
）

▽
神
栖

後
藤
潤
一
郎（
3
・
2
）

▽
つ
く
ば
み
ら
い

染
谷
礼
子（
3
・
2
）

▽
前
橋

金
井
清
一（
3
・
2
）

▽
弥
富

平
野
広
行（
3
・
2
）

▽
境
港

荒
井
秀
行（
3
・
2
）

▽
上
野
原

長
田
喜
巳
夫（
3
・
3
）

▽
橿
原た

け
だ
や
す
ひ
こ（
3
・
3
）

▽
飛
驒

野
村
勝
憲（
3
・
7
）

▽
渋
川

篠
田
德
壽（
3
・
8
）

▽
四
街
道

成
田
芳
律（
3
・
10
）

▽
飯
能

松
橋
律
子（
3
・
17
）

▽
四
万
十

平
野

正（
3
・
18
）

【
3
面
か
ら
続
く
】

▽
下
野
市
（
栃
木
県
）

〒
3
2
9
―
0
4
9
2

栃
木
県

下
野
市
笹
原
26
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